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 鉄軌道等に関する制度等の研究 

平成 30 年度調査では、沖縄県の本線整備に合わせた支線における、自動運転技術を活用した自動

運転システムについて、積極的な検討が進められている動向を踏まえつつ、法制度上の課題など導入

の可能性 について研究することとした。 

 

7.1  過年度調査の概要 

 平成 26 年度調査の概要 

平成 26 年度調査では、軌道に関する適用法令や関連する助成制度について基礎的な研究を行い、

鉄軌道に関する制度、整備スキーム、整備・保有主体の形態、整備・保有主体と運行主体の役割分担

等、さらなる研究を要する課題が多く確認された。 

 

 平成 27 年度調査の概要 

平成 27年度調査では、事業制度について、「都市鉄道等利便促進増進法」や「全国新幹線鉄道整

備法」等に基づく補助制度について先行事例を収集し、整備スキーム、建設主体と営業主体との役

割分担の研究を行った。 

 

 平成 28 年度調査の概要 

平成 28年度調査では、支線整備に関する基本的な法制度、既存交通事業者の影響への対応事例の

収集、環境評価法に基づく環境アセスメントの法体系や手続きの枠組みについて研究を行った。 

 

 平成 29 年度調査の概要 

平成 29年度調査では、事業実施上の制度に関する課題（本線・支線の一体的整備、公共交通再編

整備、環境アセスメントの実施等）や、幹線公共交通整備に伴うまちづくり効果について研究を行

った。 
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7.2  平成 30 年度調査の検討結果 

 国内外の自動運転技術等に関する制度等の研究 

近年、国内外で積極的な検討が進められている自動運転技術に関する国内外の法制度上の課題に

ついて、実証実験を通じた制度上の課題を収集整理しつつ、沖縄県で適用した場合の固有の制度上

の課題について研究を行う。 

自動運転技術の活用については、沖縄県計画（沖縄鉄軌道の構想段階における計画書 H30.５）に

おいても本線のフィーダーサービスとしての活用が期待されている。 

 

(1) 自動運転関連法制度の検討 

1) 国内における取組動向の整理 

自動運転については、関連省庁等において、システム、法制度、車両、サービス等についての

検討や社会実験などの様々な取組が進められており、その概要について整理する。 

表 中央省庁の取組動向 

 取組み概要 

内閣府 

高度情報通信ネット
ワーク社会推進戦略
本部 
（ＩＴ総合戦略本
部） 

・自動運転の実現に向けて必要となる道路交通に関連する法
制度の見直しについて、政府全体の方向性および見直しに
向けた方向性を示した自動運転に係る制度整備大綱を公表
（H30.４）。 

・政府としての官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2018 を公表
（H30.６）。 

・2020 年までに高速道路などにおける自動運転の実現を提
示。 

内閣府総合科学技
術・イノベーション
会議 

・内閣府総合科学技術・イノベーション会議が創設した戦略
的イノベーション創造ブログラム(ＳＩＰ)の中で、自動運
転に関してＳＩＰ-ａｄｕｓとして活動。 

総務省 
総合通信基盤局 ・自動運転の運用において活用が期待される５Ｇなどの通信

技術に関わる研究、実証等の検討。 

経済産業省 

(製造産業局) 

・ 

国土交通省 

（自動車局） 

自動走行ビジネス検
討会 

・2015 年２月に検討会を設置し、産官学のオールジャパンに
よる検討を実施。 

・隊列走行、ラストマイル自動走行などの実証プロジェクト
を推進。 

・自動走行の実現に向けた取組方針』Ｖｅｒｓｉｏｎ2.0を公
表（H30.３）。 

国土交通省 

自動運転戦略本部 ・Ｇ７交通大臣会合、未来投資会議等の議論や産学官の関係
者の動向を踏まえつつ、国土交通省としての対応を検討・統
括。 

自動車局 
自動走行ビジネス検
討会 

・車両の保安基準などに関わる道路運送車両法について、国
際動向を踏まえ検討。 

・自動車関連保険については保険関係団体とともにあり方を
検討。 

道路局 
中山間地域における
道の駅等を拠点とし
た自動運転ビジネス
モデル検討会 

・中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービ
ス、高速道路の合流部等での情報提供による自動運転の支
援等の検討。 

都市局 
都市交通と自動運転
に係る検討会 

・主に基幹的なバスやニュータウンにおける自動運転技術適
用のあり方を検討。 

警察庁 

交通局 ・技術開発ロードマップに基づき道路交通法に関わる制度を
検討。 

・公道実証実験などに関するガイドライン、道路使用許可申
請に対する取扱い基準を公表。 
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①． 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部） 【内閣府】 

内閣府では「官民ＩＴＳ構想ロードマップ 2018」の中で、2030年までの自動運転システムに

関する市場化期待時期を、自家用車、物流サービス、移動サービスの３つの分野で整理してい

る。 

移動サービスについては高速道路における隊列走行の実現や、限定地域での無人自動運転移

動サービスの実現を提示している。 

この中で、イノベーション推進に係る取組として、制度整備については 2019年までに自動運

転に係る制度整備大綱の策定が示されている。 

 
出典：官民 ITS構想・ロードマップ 2018（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf＞ 

図 官民 ITS 構想・ロードマップ 2018（ロードマップ全体像） 
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移動サービスについては、2020 年までに限定地域でのレベル４の実現を明示しており、2025

年までに全国各地で高齢者などが自由に移動できる社会を構築するとしている。また、2020年

の東京オリンピック・パラリンピックに向けて次世代都市交通システムや自動バレーパーキン

グなどの取組を推進するとしている。 

 
出典：官民 ITS構想・ロードマップ 2018（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf＞ 

図 レベル４の無人自動運転移動サービス実現・普及に向けた工程表 

 

 
出典：官民 ITS構想・ロードマップ 2018（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf＞ 

図 自動運転システムに係るロードマップ（移動サービス） 
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このロードマップの実現に向けた制度面の検討としては、自動運転に係る制度整備大綱が平

成 30年４月に策定され、高度な自動運転（レベル３以上）の実現に必要な関連法制度の見直し

方針が示されており、安全確保や交通ルール、責任関係等について具体の検討が進められてい

る。 

 
出典：官民 ITS構想・ロードマップ 2018（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf＞ 

図 イノベーション推進に係るロードマップ 

（自動運転の普及に向けた制度整備と社会受容性の向上） 

 
交通ルールに係る道路交通法等については、国際的な議論が必要であるジュネーブ条約の改

定に向けた議論を踏まえ、国内関連法制度の整備が必要とされている。 
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出典：官民 ITS構想・ロードマップ 2018（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf＞ 

図 イノベーション推進に係るロードマップ 

（自動運転システムの研究開発と国際基準・標準の推進） 

 
②． 内閣府総合科学技術・イノベーション会議 【内閣府】 

科学技術の司令塔機能をもつ内閣府総合科学技術・イノベーション会議では、府省庁の枠や

旧来の分野を超えたマネジメントにより科学技術イノベーションを実現するための国家プロジ

ェクトとして、戦略的イノベーション創造プログラム(ＳＩＰ：Strategic Innovation Program)

を創設した。 

 
出典：ＳＩＰ自動走行システムの概要（内閣府） 

図 自動走行システムの目標・出口戦略  
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③． 警察庁：交通局 

道路交通法を所管する警察庁においては、国際的な動向なども踏まえながら高度自動運転の

実現に向けた制度整備の中で、平成 28年５月に公道実験全般に関わるガイドラインをまとめる

とともに、平成 29年６月には遠隔監視型の無人走行車に係る道路使用許可申請に対する取扱い

基準をまとめ、公表を行っている。 

 

 
出典：自動運転をめぐる最近の動向と警察庁の取組について（H28.６警察庁） 

図 自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン(概要) 
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出典：自動運転に関する主な政府方針等（国土交通省） 

図 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準(概要) 
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④． 自動走行ビジネス検討会 【経済産業省製造産業局・国土交通省自動車局】 

自動走行分野において世界をリードし、交通事故等の社会課題の解決に貢献するため、経済

産業省製造産業局と国土交通省自動車局の検討会として自動走行ビジネス検討会を 2015 年２

月より設置し、課題解決に必要な取組を産学官オールジャパンで検討を進めている。 

検討項目の一つとして 2020～2030年頃の実現が期待される自動走行に関わる隊列走行、ラス

トマイル自動走行、自動バレーパーキングの３つの実証プロジェクトを位置づけている。 

 

 
出典：自動走行ビジネス検討会（H30.３経済産業省・国土交通省） 

図 『自動走行の実現に向けた取組方針』Version2.0 

 

⑤． 自動運転戦略本部 【国土交通省】 

平成 28 年 11 月に開催した国土交通省生産性革命本部において『クルマのＩＣＴ革命』を追

加プロジェクトに選定し、これを推進するため、自動運転戦略本部を設置している。 

同本部のもとにワーキンググループ(ＷＧ)として、「自動運転環境整備ＷＧ」「自動運転技

術開発・普及促進ＷＧ」「実証実験・社会実装ＷＧ」の３ＷＧが設置され、実務的な見地から

効率的な検討を行うこととしている。同戦略本部では、各ＷＧが自動運転の実現に向けた環境

整備、自動運転技術の開発・普及促進、自動運転の実現に向けた実証実験・社会実装等の検討

を行うなどしている。 
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出典：自動運転の実現に向けた今後の国土交通省の取組（H30.12国土交通省） 

図 自動運転戦略本部による国土交通省の取組 

 

⑥． 国土交通省：自動車局 

自動運転に係る国際的な車両安全基準の策定、自動運転における損害賠償責任に関する検討、

自動ブレーキの性能評価・公表制度の創設、ラストマイル自動運転、トラックの隊列走行に関

わる取組が進められている。 

 
⑦． 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会【国土交通省道路局】 

自動運転の実用化や普及に向け、中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービ

ス、自動運転を視野に入れた除雪車の高度化、 高速道路の合流部等での情報提供による自動運

転の支援に取組んでいる。 

担い手不足が既に顕在化しているとともに、高齢化が進み日常生活においても移動や輸送に

係る不便が生じている中山間地における、自動運転サービスを活用した物流や生活の足の確保

などを目指し、道の駅などを拠点とした実証実験等の取組みを実施している 

2017 年度は全国 13 箇所の道の駅において実証実験を予定しており、異なる車両やインフラ

支援技術、貨客混載など複数の検証項目を設定した実験の取組が進んでいる。 
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出典：中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会（国土交通省自動車局） 

図 道の駅等を拠点とした自動運転サービス概要と実験車両 

 

 
出典：中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会（国土交通省自動車局） 

図 平成 29 年度の実証実験  

●高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、「道の駅」等を拠点とした
自動運転サービスを路車連携で社会実験・実装する。

生活の足の確保
（買物・病院、公共サービス等）

物流の確保
（宅配便・農産物の集出荷等）

地域の活性化
（観光・働く場の創造等）

貨客混載
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⑧． 国土交通省：都市局 

都市交通と自動運転に係る検討会として「都市交通における自動運転技術の活用方策に関す

る検討会」を設置し、自動運転の都市への影響可能性などについての検討や基幹的なバスやニ

ュータウンにおける自動運転技術の適用に向けた検討等を進めている。 

基幹的なバスについては高い輸送力が求められるバス路線等を、ニュータウンについては、

急勾配が多い丘陵地や立体的な歩車分離が実施されていることが多いニュータウン地域等をそ

れぞれ対象とし、自動運転技術が適用された場合の都市のあり方について検討を進めている。 

 
出典：第１回都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会（国土交通省都市局） 

図 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会と分科会 
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出典：第２回都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会（国土交通省都市局） 

図 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会 ニュータウン分科会 

 

 

出典：第２回都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会 

（国土交通省都市局、内閣府総合科学技術・イノベーション会議） 

図 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会 バス分科会  
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2) 国際的道路交通条約の状況 

自動運転技術に関する国際法としては、我が国や米国が加盟しているジュネーブ条約と、欧州

諸国並びに中国が加盟しているウィーン条約がある。 

ジュネーブ条約では車両は運転者の制御の元で運行されなければならないとされている。 

 
表 自動運転に関する国際法の概要 

区分 ジュネーブ道路交通条約 ウィーン道路交通条約 

道路交通条約

と自動運転 

・我が国では、1949 年にジュネーブで作

成された道路交通に関する条約に加盟

している。本条約では、運転者は車両の

操縦を行わなければならないとされ、

他の道路使用者への安全のための注意

義務等が規定されている。 

・現行制度下では、自動運転の実現にあた

って運転者の制御下にあることが必要

条件となる。 

・欧州諸国等は 1968年のウィーンで作成

された道路交通に関する条約に加盟し

ている。 

・ウィーン道路交通条約においても、自動

運転の実現にあたって運転者の制御下

にあることが必要条件になっている。 

運転者と車両

の制御 

第８条 

 第 8.1 条：一単位として運行されてい

る車輛又は連結車輛にはそれぞれ運

転者がいなければならない。 

 第 8.5 条：運転者は、常に、車両を適

正に操縦し、又は動物を誘導するこ

とが出来なければならない。運転者

は、他の道路使用者に接近するとき

は、当該他の道路使用者の安全のた

めに必要な注意を払わなければなら

ない。 

第 10条：車両の運転者は、常に車両の速

度を制御していなければならず、ま

た、適切かつ慎重な方法で運転しな

ければならない。運転者は、状況によ

り必要とされるとき、特に見通しが

きかないときは、徐行し、又は停止し

なければならない。 

第８条：運転者 

 第 8.1 条：あらゆる走行中の車両か連

結車輛には、運転手がいなければな

らない。 

 第 8.5 条：あらゆる運転者は、常に、

車両を制御するか、又は、動物を誘導

しなければならない 

第 13条：車両の間の速度と距離 

 第 13.1：条車両のあらゆる運転手は、

いかなる状況においても、当然かつ

適切な注意をして、運転者に必要で

あるすべての操作を実行する立場に

いつもいることが出来るよう車両を

制御下におかなければならない。 

国内法：道路

交通法 

（昭和 35 年

６月 25日：法

律第 195 号抜

粋） 

(安全運転の義務) 

第 70条：車両等の運転者は、当該車両等

のハンドル、ブレーキその他の装置を

確実に操作し、かつ、道路、交通、及び

当該車両等の状況に応じ、他人に危害

を及ぼさないように速度と方法で運転

しなければならない。 

 

 

― 

資料：自動運転をめぐる法制度の最新動向（2018.３.２ 明治大学教授 中山 幸二）を参考に作成 
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